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令和７年度
四日市市民間文化施設活用事業

募 集 の ご 案 内
民間文化施設活用事業とは・・・

市民のみなさんが、低価格で優れた芸術文化事業に触れていただけるよう、
高度な設備を有する民間文化施設を利用して行われる文化事業を支援します。

ぜひ、ご活用ください。

	●募集期間

　　令和７年度予算額に達するまで、随時受け付けます。
交付状況について下記問い合わせ先までご確認のうえご申請ください。
●提出先　　文化課に直接書類を提出してください。

申請書は、市ホームページ（https://www.city.yokkaichi.lg.jp/）
からもダウンロードできます。

· 問い合わせ先　四日市市役所 ９階 文化課（TEL 059-354-8239）



四日市市民間文化施設活用事業
申請手続きの流れ
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令和７年度「四日市市民間文化施設活用事業」募集要項

· 目的

　　　　市内の高度な機能を有する民間文化施設において行われる質の高い文化事業を支援することにより、市民が優れた芸術文化に低廉な価格で触れられる機会を提供することを目的としています。
■　支援の対象となる団体

以下のいずれかの基準を満たす市内の民間文化施設を利用して、文化事業を主催する団体とします。

（1） 音楽コンサートの場合

固定客席数２００以上を有し、優れた音響効果を備えたホール

（2） 映画上映開催の場合

固定客席数９０以上を有する、映画が上映できる専用施設

· ただし、次の団体は補助の対象にはいたしません。

1 市および市が出資した法人

2 政治、宗教、営利を目的として活動する団体

3 市から運営費補助を受ける団体
■　支援の対象となる事業

以下のいずれかに該当する団体の自主企画で、この補助金を入場料金の低廉化に充て、市民のみなさんに還元できる事業とします。

（１）芸術性の高い音楽や映画の鑑賞機会を提供する事業
（２）本市にゆかりのある音楽や映画の鑑賞機会を提供する事業

· （１）（２）のいずれも、事業実施時期は補助の決定から令和８年３月３１日までです。また、補助金の交付を申請できるのは、１団体につき、本年度内１事業です。
· （１）（２）のいずれも、団体が自ら出演する事業は、対象外です

また、以下の場合は支援の対象とはなりません。

１．特定の会員のみに限られる事業や、教授所、教室が行う稽古ごとや習い事の　発表会などの事業
２．他に国や県および市などの公共的な負担金または補助金を受ける事業

３．営利を目的とする事業

＊入場料収入については補助金の目的からも営利とはみなしません。

４．政治活動および宗教活動を目的とする事業
５．過去に支援を受けた事業と比較し、内容や出演者の変化や工夫が少ない事業
■　補助制度の概要
(１)補助対象とする経費
当該施設の使用料、フィルム賃貸料、演奏者等への謝礼など事業の実施に直接必要な経費とします。（人件費等の団体運営費、団体構成員へ支払われる経費、備品購入費、飲食費、振込手数料および使途が明らかでない経費は対象となりません。「補助対象経費一覧表」参照）

(２)補助金額

１事業につき２０万円を上限に、当該対象経費の１／２以内とします。
（千円未満切り捨て）
(３)申請に必要な書類と提出先
①四日市市民間文化施設活用事業支援補助金申請書
②事業計画書（過去に同様の事業を行っている場合はその資料等を含む）
③収支予算書
※提出先　文化課（市役所９階）

※提出された書類については、その記載内容に関して問い合わせをすることがありますので、必ず写しを取り、保管してください。
(４)審査の方法
　　書類による審査を行います。
　　(５)結果の通知
審査が終わり次第、申請者に書面で通知します。

　　
(６)事業実施にあたって
補助決定された事業については、計画に基づき実施してください。また、事業に関するチラシ、ポスター等印刷物や製作物に「令和７年度四日市市民間文化施設活用事業」を明記してください。また、補助決定された事業について、後援名義使用の対象外です。
なお、市内関係施設への広報（チラシ等の配架依頼を含む）に対する協力は致しかねます（文化課の業務の範囲で実施できるものは除く）。
　※補助事業者は、補助金の交付の決定内容および、これに付された条件に従い、最大限の注意をもって、補助事業を遂行してください。

(７)補助金の一部前払など、場合によって事業完了までに必要となる手続き
原則は事業完了払ですが、前払を希望する場合は、補助金交付決定通知書を受け取られた後、補助金請求書により、決定額の２／３の範囲内（千円未満切捨て）でお支払いします。

ただし、事業が中止になった場合や、事業内容・支出経費等に変更のあった場合は、補助金の全部または一部を返還していただく場合があります。
　また、支出経費に変更があり、補助対象経費や交付決定を受けた補助金額に変更が生じる場合や、事業計画に変更が生じた場合には、変更承認申請の提出が必要となります。ただし、補助金額については交付決定額を上回る変更申請はできません。
(８)実績報告書等の提出
補助を受けた団体は、事業終了後３０日以内もしくは、令和８年３月３１日のいずれか早い日までに以下の書類を提出してください。【期限厳守】
①補助金実績報告書

②事業報告書

③収支決算書（領収書及び入場者数を証明する書類を添付のこと）
④事業内容を示す写真や、ポスター、チラシといった事業の経過または成果を証明する書類や写真など

※領収書は、申請者の宛名と使途が明記されたものに限ります。

※補助金を受けた事業については、決算書類等を５年間保管する義務がありますので、大切に保管してください。

(９)補助金の確定と支払い
実績報告書等の審査を経て補助金の額を確定します。補助金確定通知書を受け取られた後、補助金請求書のご提出によりお支払いします。（一部前払をしている場合は、残額の請求になります。）
(１０)情報の公開

補助金交付が決定した場合は、申請者名・事業名・補助金交付額を四日市市ホームページ（https://www.city.yokkaichi.lg.jp/）に掲載しますので、ご了承下さい。

提出いただいた申請書類は、情報公開の対象とします。また、補助の対象となった場合の実績報告書等も公開対象としますので、ご承知おきください。
· 募集期間
　令和７年度予算額に達するまで随時受け付けます。
　ただし、申請できる事業は令和７年度中（令和８年３月３１日まで）に完了するものに限ります。
募集要項、申請書は、市役所９階文化課、各地区市民センター、四日市市文化会館、三浜文化会館、あさけプラザで配布しております。また、上記の市役所ホームページ（https://www.city.yokkaichi.lg.jp/）からもダウンロードできます。

※上記募集期間内に、完成した交付申請書及び添付書類をご提出ください。

· 提出先・お問い合わせ先
市役所９階　文化課　（Tel３５４－８２３９　Fax３５４－４８７３）

 　補助対象経費一覧表
	経　　費
	内　　　容
	備　　　　　考

	報償費
	出演者謝礼等
	源泉所得税10.21％を含む

	旅費
	出演者旅費
	交通費

宿泊料（上限１名に付き１万円まで）

· 交通費については、行程表と乗車人名簿を提出していただきます。



	需用費
	印刷製本費

消耗品費
	ポスター・チラシ・パンフレット等作成費用

報告書作成等にかかる印刷費等は含みません。
事務用品・文具等

	役務費
	郵便料

楽器等機材運搬費

ピアノ調律等
	出演者等との連絡用
銀行振込手数料、代金引換手数料、租税公課等は含みません。

	委託料
	音響・照明、舞台設営等
	業者へ委託のとき

	使用料及び賃借料
	会場使用料

楽器等借り上げ料

各種器具使用料等

著作権使用料
	申請者が所有する施設・器具等を使用する場合の使用料は認めません。


※１ 経費の支出には必ず領収書を徴収し、実績報告書には、領収書の写しを添付してください。領収書は、申請団体の名称が明記されているものに限ります（宿泊費については、宿泊者名で結構です）。申請団体以外の名称の領収書は、必要経費と認められない場合があります。
なお、交付決定日以前の支出経費は対象外となりますのでご承知おきください。
※２ 対象外となる経費の例
・団体の恒常的な人件費や運営費（電気、ガス、水道、電話、家賃借地料、事務用機器等）、補助金の対象となる団体の構成員（そのものが経営する事業が者を含む）へ支払われる
経費
・食料費（出演者にかかるものを含め、すべて対象外です。）
・備品購入費

・交際費（土産、差し入れ、祝い金、礼状、生花、花束の代金など）

・参加者各自に帰属するものにかかる経費（参加賞、記念品、記念写真代など）

・手数料（銀行振込手数料、代金引換手数料、入場券販売手数料など）
・催事保険料

・航空、列車運賃の特別料金（ファーストクラス料金、グリーン車料金等）

・打ち合わせや練習（リハーサル含む）に係る経費
・その他、請求書や領収書が徴収できないもの

※３　音楽著作物を使用する場合、下記への届け出が必要です。
　　一般社団法人　日本音楽著作権協会　中部支部

　　〒450-0003　名古屋市中村区名駅南1-24-30名古屋三井ビル本館13F　℡052-583-7590
PAGE  
4

